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２）国 
①依存症全般に対する取組 

【厚生労働省】 

厚生労働省では、平成 24年 11月から平成 25年３月にかけて、これまでの依存症

に対する取組、調査・研究結果等や、有識者や医療機関、行政、自助グループや回復

施設等の自助団体の意見を踏まえつつ、依存症を取り巻く現状や課題、今後必要と考

えられる取組について検討を実施した。 

その結果、平成 25年３月に、「依存症者に対する医療及びその回復支援に関する検

討会報告書」を取りまとめた。 

報告書の概要は、以下のとおりである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省ホームページ 

 

この報告書等を受け、次に掲げる４本の柱に沿って、各種施策を実施している。 

 

ア 相談・指導 

全国の精神保健福祉センター及び保健所にて相談・指導を実施している。 

また、精神保健福祉センター及び保健所での依存症に係る相談件数は、厚生労働

省で実施している統計調査で把握している。 
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イ 人材育成 

依存症回復施設職員や依存症者の家族に対する研修を実施している。 

また、平成 27年度からは、全国の精神保健福祉センターの職員に対する研修

を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            DARC27、MAC28 

出典：厚生労働省ホームページ 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
27 DARC…覚醒剤、有機溶剤(シンナー等)、市販薬、その他の薬物から解放されるため

のプログラムを持つ民間の薬物依存症リハビリ施設。 
28 MAC…アルコール依存症からの回復の手助けをする「アルコール依存症リハビリテー

ション施設」。利用者がマックプログラム（お酒を飲まない生き方）を身につけ、その

人らしい生き方を達成することができるよう支援する。 
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ウ 地域体制整備 

依存症者やその家族が、適切な治療や支援に容易にアクセスできるよう、地域体

制の整備を実施している。 

また、平成 27年度からは、精神保健福祉センターにおいて、認知行動療法を用

いた治療・回復プログラム等を実施することができるよう、経費の助成を行って

いる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省ホームページ 
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出典：厚生労働省ホームページ 

エ 調査・研究 

厚生労働科学研究において、依存症に関する調査・研究を行っている。 

各報告書については、厚生労働科学研究成果データベースで閲覧することがで    

きる。  

また、平成 28年 12 月には、依存症対策について部局横断的に対応するため、厚

生労働大臣を本部長とする「依存症対策推進本部」が設置された。 

これは、アルコール依存症対策について、「アルコール健康障害対策基本法」に

基づくアルコール健康障害対策基本計画が、平成 28年５月に閣議決定されたこ

と、また、薬物依存症対策について、刑の一部執行猶予制度が平成 28年６月に

施行されたことにより、薬物依存のある保護観察対象者が、地域で必要な支援を

受けられる体制の整備が求められていること、さらに、ギャンブル等依存症対策

について、特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律（IR 推進法）29が平

成 28 年 12 月に成立し、同法の附帯決議において、ギャンブル等依存症に総合

的に対処するための仕組・体制を設けることとされた状況を踏まえ、設置された

ものである。 

                                                   
29 特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律（IR 推進法）…カジノ施設及び会場

施設、レクリエーション施設、展示施設、宿泊施設その他の観光の振興に寄与すると認

められる施設が一体となった特定複合観光施設の整備を推進する法律で、平成 28年 12

月 26日に公布・施行（ただし、第三章の規定は、公布の日から起算して三月を超えな

い範囲内において政令で定める日から施行）された。 

http://mhlw-grants.niph.go.jp/
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出典：厚生労働省ホームページ 
 

さらに、厚生労働省障害保健福祉部の平成 29年度予算案では、依存症対策として、

5.3億円が計上されている。（28年度は、1.1億円） 

その内訳は以下のとおりである。 

■全国拠点機関における依存症医療・支援体制の整備【一部新規】 

60百万円（28年度 16百万円） 

アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症対策の全国拠点機関を指定し、当該

全国拠点機関により地域における指導者の養成や依存症回復施設職員への研修、

都道府県等に対する情報提供等を実施し、依存症医療・支援体制の整備を推進す

る。 

■地域における依存症の支援体制の整備【一部新規】4.5億円（28年度 0.8億円） 

都道府県等において、地域における人材養成や、相談拠点機関の充実、専門医

療機関の指定、地域の関係機関と連携した地域の支援体制づくりのための取組

や民間団体の支援を推進する。 

■依存症に関する普及啓発 16百万円（28年度 16百万円） 

依存症の正しい理解を広めるための普及啓発を実施する。 
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■依存症問題に取組む民間団体の支援 地域生活支援促進事業（34億円）の内数 

・アルコール関連問題に取組む民間団体支援事業 

アルコール健康障害対策推進基本計画等に沿って、アルコール依存症を含む

アルコールに関連する問題の改善に取組む民間団体の活動を支援する。 

・薬物依存症問題に取組む民間団体支援事業 

薬物依存症の当事者及び家族が健康的な生活を営むことができるよう、薬物

依存症に関する問題の改善に取組む民間団体の活動を支援する。 

・ギャンブル等依存症問題に取組む民間団体支援事業 

ギャンブル等依存症の当事者及び家族が健康的な生活を営むことができるよ

う、ギャンブル等依存症に関する問題の改善に取組む民間団体の活動を支援

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省ホームページ 

  



 
 

横浜市における依存症対策の現状調査 

 

               111 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省ホームページ 
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【文部科学省】 

文部科学省では、平成 28年度に「依存症予防教育推進事業」を開始した。 

これは、近年、喫煙、飲酒、薬物、インターネット、ギャンブル等に関する依存症患

者が社会的な問題となっており、将来的な依存症患者数の逓減や、青少年健全育成の

観点から国、学校のみならず、地域が一体となって児童生徒、学生、保護者、地域住

民に対し、予防教育を図ることを目的とするものである。 

事業の内容は、依存症予防教育を推進するため、シンポジウム等の開催や調査研究

を実施するとともに、地域の社会教育施設等を活用した地域住民向けの「依存症予防

教室」の開催等の取組について支援等を行うものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：文部科学省ホームページ 
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平成 28 年度は、平成 29年３月に「依存症予防教育推進シンポジウム」を開催して

いる。 

 

「シンポジウムのチラシ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：文部科学省ホームページ 
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なお、平成 29 年２月から、平成 29年度「依存症予防教育推進事業」の委託事業の

公募を実施している。 

この委託事業は、依存症予防教育を推進するため、地域を構成する地方公共団体、

学校、NPO 法人、ボランティア、民間事業者、家庭等との連携等、依存症予防教育

のための方策等を検討する体制の整備及び社会教育施設等を活用した児童生徒、学

生、保護者、地域住民向けの「依存症予防教室」等を開催するものである。 

具体的な内容は、以下のとおりである。 

■検討委員会の設置 

本事業を委託する団体は、地方公共団体職員、医療関係者、学校関係者、民間

事業者、保護者等と連携し、依存症予防教育のための方策を検討する体制を整備

するため、以下のようなメンバーで構成する検討委員会を設置する。検討委員会

は、事業の企画立案、運営を行うとともに、事業実施後の評価検証を行う。 

【構成例】 

ⅰ．社会教育関係者 

ⅱ．学校関係者 

ⅲ．各種依存症に係る医療関係者 

ⅳ．行政関係者 

ⅴ．学識有識者 

ⅵ．その他民間・NPO 関係者等 

■依存症予防教育計画の策定 

地域における実情や課題などを整理、分析し、地域の実態に沿った依存症予防教

育計画を策定する。なお、契約期間内の計画とし、趣旨・目的・事業内容・実施地

域・年間スケジュール・期待される効果等の項目をたて策定する。また、全ての依

存症予防教育教室が終了した後、企画検討委員会における検証を行うものとする。 

■依存症予防教室の実施 

社会教育施設等を活用し、児童生徒、学生、保護者、地域住民を対象に、有識者

や医療関係者、過去に依存症を経験した者等を招き、依存症のリスク（体験談を含

む）や予防方策等の指導、助言等を行う、「依存症予防教室」を開催する。 

 

なお、委託先は、都道府県若しくは市区町村レベルでの取組を企画・実施できる

地方公共団体、法人格を有する団体又は一定の要件を満たす任意団体としている。 

  

出典：文部科学省ホームページ 
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②アルコール依存症に対する取組 

【アルコール健康障害対策基本法】 
不適切な飲酒はアルコール健康障害の原因となり、それが本人及び家族への深刻

な影響や重大な社会問題を生じさせる危険性が高いことなどから、アルコール問題

議員連盟の働きかけのもと、「アルコール健康障害対策基本法」が制定された。 
■アルコール健康障害対策基本法（平成 25年法律第 109号） 
 （法律の主な柱） 

  ・アルコール健康障害対策を推進するための「目的」 
・アルコール健康障害の「定義」 
・法の「基本理念」 
・国及び地方公共団体の「責務」 
・「アルコール健康障害対策推進基本計画」の策定 
・都道府県における「都道府県アルコール健康障害対策推進計画」の策定 
・アルコール健康障害対策に関する「基本的施策」 

 
■アルコール健康障害対策推進基本計画 

法律の施行を受け、平成 28年５月に「アルコール健康障害対策推進計画」が

閣議決定された。 
計画の検討にあたっては、有識者等による「アルコール健康障害対策関係者会

議」、によって検討されるとともに、様々な分野に渡る施策の連携の重要性から、

関係省庁で構成する「アルコール健康障害対策推進会議」が設置された。 
「アルコール健康障害対策ガイドブック」 

 
出典：内閣府ホームページ  
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「アルコール健康障害対策ガイドブック」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：内閣府ホームページ  
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③薬物依存症に対する取組 

【政府全体（抜粋）】 

青少年に対する予防教育、薬物依存者の社会復帰支援、密売組織の徹底した取締り、

密輸入防止に向けた水際対策、国際的な連携・協力の推進などに取組んでいる。内閣

府は、企画・立案や総合調整を担う官庁として施策全体の基本方針として「第四次薬

物乱用防止五か年戦略」をとりまとめ、これに基づき関係省庁が対策を実施し、平成

26 年７月に「危険ドラッグの乱用の根絶のための緊急対策」をとりまとめ、薬物乱

用防止に向けて対応している。 
平成 28 年６月の薬物乱用対策推進会議において、平成 27年中の情勢確認及び「第

四次薬物乱用防止五か年戦略」及び「危険ドラッグの乱用の根絶のための緊急対策」

フォローアップの概要と当面の課題を次のようにとりまとめた。 

 
 
 

目標１ 青少年、家庭及び地域社会に対する啓発強化と規範意識向上による薬物乱用

未然防止の推進 

目標２ 薬物乱用者に対する治療・社会復帰支援及びその家族への支援の充実強化に

よる再乱用防止の徹底 

目標３ 薬物密売組織の壊滅、末端乱用者に対する取締りの徹底及び多様化する乱用

薬物に関する監視指導等の強化 

目標４ 水際対策の徹底による薬物の国内流入の阻止 

目標５ 薬物密輸阻止に向けた国際的な連携・協力の推進 

 

当面の主な課題 

平成 27 年中の我が国の薬物情勢は、危険ドラッグに対する規制が強化され、街

頭店舗を全て閉鎖させるなど一定の成果が見られたものの、覚醒剤事犯の検挙人

員は約１万１千人と高止まりであるほか、大麻事犯の検挙人員が５年ぶりに 2,000

人を超えるなど、国内における根強い薬物需要と供給元の存在がうかがわれる。 

このため、特に蔓延が懸念される青少年への大麻の乱用防止に対して重点的な

対策を講じつつ、「第四次薬物乱用防止五か年戦略」及び「危険ドラッグの乱用の

根絶のための緊急対策」に基づく総合的な取組を引き続き推進する必要がある。 
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薬物乱用対策、薬物乱用対策の推進体制 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府ホームページ 

 

 

■薬物乱用対策の啓発資料の作成 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

出典：内閣府ホームページ 

  

「青少年向け啓発資料：薬物乱用対策マンガたっ

た一度の過ち」(平成 28年度） 
 

「ストップ！危険ドラッグに手を出すな！」 
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【厚生労働省（抜粋）】 

薬物の乱用防止対策を実施するには、徹底した取締りの実施(供給遮断)と薬物乱用

者を発生させない対策(需要削減)の両面から実施することが重要であるとの観点か

ら、供給遮断については、全国の地方厚生(支)局にある麻薬取締部において、各種の

取締り対策を実施している。 
需要削減については、予防啓発・再乱用防止の観点から、鋭意対応を実施している。 

 
■薬物乱用防止の相談窓口の設置 

全国の精神保健福祉センター、保健所等 

 

■薬物乱用防止啓発訪問事業 

学校、地域のイベント等からの派遣要請に応じて、講師が訪問し、啓発資材を

用いて、薬物乱用防止に関する正しい知識を普及するための事業。 

 

■薬物乱用防止指導員養成事業 

薬物乱用防止教室等を行う薬物乱用防止指導員を養成するための事業。 

 

■薬物乱用防止キャラバンカー30の派遣 

薬物乱用防止キャラバンカーは、学校及び地域社会で薬物乱用防止に関する

正しい知識の普及、啓発活動を推進するために開発された。 

 

■医療用麻薬 31・向精神薬 32の適正管理 

 

■薬物の指定 

所持、使用、購入、販売、授与等を禁止する薬物を指定し、国民への喚起とと

もに販売業者への指導取締を強化する。 

 

■再乱用防止対策講習会の開催 

北海道・東北地区 、関東信越地区、東海北陸地区、近畿地区、中国・四国

地区 、九州・沖縄地区でそれぞれ１回開催（平成 28年度） 

 

■危険ドラッグに関連する事例や健康被害に関する情報の収集、提供、相談の実施 

                                                   
30 薬物乱用防止キャラバンカー…学校及び地域社会で薬物乱用防止に関する正しい知識

の普及、啓発活動を推進するために開発されたもので、子供から大人まで、薬物乱用の

恐ろしさを体感的に学習できるようになっている。 
31 医療用麻薬…がんの痛みの治療の中心となる薬剤で、有効性の高い痛み止め。 
32 向精神薬…中枢神経に作用し精神機能（心の働き）に影響を及ぼす薬物の総称。 



 
 

横浜市における依存症対策の現状調査 

 

               120 

あやしいヤクブツ連絡ネット 33（ポスター） 

あやしいヤクブツ連絡ネット（リーフレット） 

 

■大麻・けし撲滅運動の実施 

「不正大麻・けし撲滅運動(ポスター)」 

「大麻の不正栽培は犯罪です！(ポスター)」  

「大麻種子は輸入できません！(ポスター)」  

「大麻・けしの見分け方(パンフレット)（平成 28年度）」 

 

■政府インターネットテレビの掲載  

                                                   
33 あやしいヤクブツ連絡ネット…医薬品の個人輸入や指定薬物等の情報が掲載されてい

る。 
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■薬物乱用は「ダメ。ゼッタイ」啓発資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：厚生労働省ホームページ  

「薬物乱用は「ダメ。ゼッタイ。」」子供たちを薬物乱用

から守るために(小学６年生保護者向け) 」 

(平成 28年度） 
 

「薬物について誤解をしていませんか 
（高校卒業予定者向け）」（平成 28年度） 

 

「薬物乱用は「ダメ。ゼッタイ。」 
健康に生きようパート 29(青少年向け)」 

(平成 27年度)  

 

「薬物の乱用は、あなたとあなたの周りの社会をダ

メにします！（一般啓発用）」 
（平成 28年度） 
 

「『ダメ。ゼッタイ。』普及運動リーフレット」（平成 28年 6月） 
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【文部科学省（抜粋）】 

■薬物乱用防止教育等推進事業 

危険ドラッグ等、乱用される薬物が多様化しており、青少年への広がりが懸念され

る中、薬物乱用防止教育の充実を図るため、引き続き薬物乱用防止教室推進のため

の講習会の実施とともに、大学生向けの啓発教材の作成等を行う。また、平成２６

年度にアルコール健康障害対策基本法が成立したことを踏まえ、喫煙、飲酒に関す

る内容を含むシンポジウムを行う。 

■薬物乱用防止教育の取組 

■児童生徒の心と体を守るための啓発教材の作成・配布、大学生等に対する薬物乱用

防止啓発資料の作成・配布 
■日本学校保健会 34と連携 

 
【法務省】 

■薬物地域支援研究会提言（平成 26年９月） 

「薬物依存のある刑務所出所者等の支援に関する当面の対策」について 

薬物事犯者は他の犯罪をした者と比べて再犯に至ることが多く、その再犯防止は

政府の重要な課題の一つとなっている。 
薬物事犯者の再犯（再使用）を防止するためには、刑事司法機関が指導等を行うだ

けではなく、地域の医療・保健・福祉機関、民間団体等と緊密に連携し、これらの

者の薬物依存からの回復、立ち直りを継続的に支えていく必要がある。法務省保護

局においては、今回提出された提言を踏まえ、関係省庁と協議を重ね、薬物事犯者

の再犯を防止するための施策を一層推進していくこととする。 
 

■薬物依存のある刑務所出所者等の支援に関する地域連携ガイドライン 

（平成 27年 11月） 

薬物依存のある刑務所出所者等に対する支援に関し、関係機関及び民間支援団体

が、相互に有効かつ緊密に連携し、その責任、機能又は役割に応じた支援を、 

法務省及び厚生労働省においては、同ガイドラインが実効性あるものとなるよ

う、関係省庁、関係機関及び民間支援団体とこれまで以上に緊密に連携し、薬物

依存者の社会復帰支援と再犯防止対策の充実強化に努めていくこととしている。 

 
■薬物依存者・高齢犯罪者等の再犯防止緊急対策（平成 28年７月） 

薬物依存者・高齢犯罪者等の再犯防止緊急対策として、2020 年を目途に、全国各

地に薬物依存者や高齢犯罪者等の立ち直りを支えるネットワークを構築し、薬物

                                                   
34 日本学校保健会…学校保健の向上発展を目的として設立された団体。子どもたちの健

康に関する調査・研究、それによって得た情報の提供、新たな問題への対策など、学校

保健に関する様々な活動を行っている。 
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依存からの回復に向けた矯正施設 35・保護観察所による指導と医療機関による治

療等を一貫して実施することで、薬物依存の問題を抱える全ての保護観察対象者

等が薬物依存からの回復に必要な専門的な指導や医療機関による治療等を受けら

れるようにすることを目指している。 

      
 

 

■薬物防止パンフレット 作成、配布 

 
「薬物乱用のない社会を冊子の表紙」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：警察庁ホームページ 

  

                                                   
35 矯正施設…刑務所、少年刑務所、拘置所及び少年院。 
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④ギャンブル依存症に対する取組 

【政府全体】 

平成 28 年 12月 26日に、第１回ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会議が開催

された。 

これは、IR 推進法の成立を契機に、幅広くギャンブル等依存症全般について、関

係行政機関の緊密な連携の下、政府一体となって包括的な対策を推進するため開催

されたものである。 

会議は、内閣官房長官が主宰し、構成員は以下のとおりである。 

ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会議 構成員 

総務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通

大臣、内閣府特命担当大臣（金融）、内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全）、 

国家公安委員会委員長及び内閣官房長官 

出典：首相官邸ホームページ 

 
また、平成 29 年１月 23日には、第１回「ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会

議幹事会」が開催された。幹事会の構成は以下のとおりである。  

ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会議幹事会 構成 

議長 内閣官房副長官（事務） 

副 議

長 

内閣総理大臣補佐官（国土強靱化及び復興等の社会資本整備、地方創生並

びに健康・医療に関する成長戦略担当） 

内閣官房副長官補（内政担当） 

構 成

員 

内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付）  

警察庁生活安全局長  

金融庁総務企画局長  

消費者庁次長  

総務省自治財政局長  

文部科学省生涯学習政策局長  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長  

農林水産省生産局長  

経済産業省製造産業局長  

国土交通省海事局長 

出典：首相官邸ホームページ 
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この第１回幹事会では、「ギャンブル等依存症対策推進チーム」の設置が決定され

た。 

推進チームの構成は、以下のとおりである。  

ギャンブル等依存症対策推進チーム 構成 

チーム長 内閣官房副長官補（内政担当） 

副チーム長 内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付）  

構成員 警察庁生活安全局長  

金融庁総務企画局長  

消費者庁次長  

総務省自治財政局長  

文部科学省生涯学習政策局長  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長  

農林水産省生産局長  

経済産業省製造産業局長  

国土交通省海事局長  

その他チーム長が指名する関係府省庁等の職員 

出典：首相官邸ホームページ 
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【農林水産省】 

農林水産省は、競馬法に基づき、競馬を所管しており、主催者の取組とあわせ、以

下の取組を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：首相官邸ホームページ 

             勝馬投票券 36、競馬法第３条 37、競馬法第 28条 38 

 

  

                                                   
36 勝馬投票券…馬券の正式名称。 
37 競馬法第３条…【競馬の開催】中央競馬は、次に掲げる事項につき農林水産省令で定

める範囲を超え、又は農林水産省令で定める日取りに反して、開催してはならない。

（競馬法） 
38 競馬法第 28条…【勝馬投票券の購入等の制限】 未成年者は、勝馬投票券を購入し、

又は譲り受けてはならない。（競馬法） 
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【経済産業省】 

経済産業省は、自転車競技法に基づき、競輪を所管するとともに、小型自動車競走

法に基づき、オートレースを所管しており、主催者の取組とあわせ、以下の取組を実

施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：首相官邸ホームページ 

                           射幸心 39 

  

                                                   
39 射幸心…まぐれ当たりによる利益を願う気持ち。 
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【国土交通省】 

国土交通省は、モーターボート競争法に基づき、モーターボート競走を所管してお

り、主催者の取組とあわせ、以下の取組を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：首相官邸ホームページ 
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⑤調査・研究 

厚生労働省が、「厚生労働科学研究」において、依存症に関する調査・研究を行っ

ている。報告書は、「厚生労働科学研究成果データベース」に公開している。 
  
このデータベースには、平成 29年３月１日現在、平成９年度から 27年までの研究

成果が公開されている。 

このうち、研究課題名で「依存症」を含むものは 11件あり、内訳は、依存症全般

２件、アルコール４件、薬物５件となり、ギャンブルは０件であった。 

 
分 野 研究課題名 研究年度 

依存症全般 

１ 様々な依存症の実態把握と回復プログラム

策定・推進のための研究 

平成 25 年度

～27年度 

２ 様々な依存症における医療・福祉の回復プロ

グラムの策定に関する研究 

平成 22 年度

～24年度 

アルコール 

１ アルコール依存症に対する総合的な医療の

提供に関する研究 

平成 26 年度

～28年度 

２ アルコール依存症の社会復帰施設の実態把

握と支援モデル構築に関する研究 

平成 16年度 

～18年度 

３ アルコール依存症のリハビリテーション施

設と支援プログラムの在り方に関する研究 

平成 15年度 

４ アルコール依存症の疫学と予防に関する総

合的研究 

平成 10 年度

～12年度 

薬 物 

１ 危険ドラッグを含む薬物乱用・依存状況の実

態把握と薬物依存症者の社会復帰に向けた

支援に関する研究 

平成 27年度 

～28年度 

２ 「脱法ドラッグ」を含む薬物乱用・依存状況

の実態把握と薬物依存症者の「回復」とその

家族に対する支援に関する研究 

平成 25 年度

～26年度 

３ 薬物乱用・依存等の実態把握と薬物依存症者

に関する制度的社会資源の現状と課題に関

する研究 

平成 23 年度

～24年度 

４ 薬物依存症に対する認知行動療法プログラ

ムの開発と効果に関する研究 

平成 22 年度

～24年度 

５ 乱用薬物による神経毒性・依存症に対する診

断・予防及び治療法に関する研究 

平成 19 年度

～21年度 

ギャンブル  該当なし  
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なお、ギャンブルについては、平成 25 年度の「WHO 世界戦略を踏まえたアルコ

ールの有害使用対策に関する総合的研究」（研究代表者：樋口進(国立病院機構久里浜

医療センター 臨床研究部)において、アルコール依存症に関する調査に付随して、

ギャンブル等依存症に関する調査を実施している。 

さらに、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）の平成 28年度「障害

者対策総合研究開発事業」（ウ）精神障害分野における「ギャンブル障害の疫学調査、

生物学的評価、医療・福祉・社会的支援のありかたについての研究」（研究代表者：

松下幸生（独立行政法人国立病院機構久里浜医療センター））において、ギャンブル

等依存症に関する調査を実施している。 

 各分野の主な調査・研究の概要は以下のとおりである。 

【依存症全般】 

名  称 １様々な依存症の実態把握と回復プログラム策定・推進のための研究 

研 究 年 度 平成 25 年度～27年度 

研究代表者 宮岡 等(北里大学 １）医学部精神科学 ２）東病院) 

研 究 目 的 １）回復プログラムの普及・均てん化が求められる薬物依存、２）実

態把握や診断・治療ガイドラインが十分ではないインターネット嗜

癖 40、３）回復プログラムの策定が求められる病的ギャンブリン

グ 41、４）地域差の大きい薬物依存に対する行政機関間連携を対象に

研究を行う。 

結  論 １）SMARPP や GIFT が依存症者本人ならびに家族の支援ツールと

して、一定の有効性・有用性を有する可能性が示唆された。 

２）インターネット嗜癖患者の臨床特性が明らかにされた。インター

ネット嗜癖の経時的変化、リスク要因同定のための縦断調査ベースラ

イン結果が解析された。 

３）病的ギャンブリング支援における家族援助の重要性、家族に対す

る心理教育プログラムの有用性が示された。多重債務者には社会適応

が困難な者が多く、ギャンブルに関する問題以前の生活上の課題を支

援する重要性が示された。 

４）行政機関間連携において保健所職員に対する研修の効果が示唆さ

れるとともに、現実的な課題も浮き彫りにされた。 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://mhlw-
grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD00.do?resrchNum=201516019B 

                                                   
40 インターネット嗜癖…インターネットに過度に没入してしまうあまり、コンピュータ

ーや携帯が使用できないと何らかの情緒的苛立ちを感じること、また実生活における人

間関係を煩わしく感じたり、通常の対人関係や日常生活の心身状態に弊害が生じている

にも関わらず、インターネットに精神的に嗜癖してしまう状態。 
41 病的ギャンブリング…ギャンブル依存のこと。 
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42 重複障害…認定のあり方にも関わるため、厚生行政と学校教育法における定義が異な

り、明確な定義はないが、2つ以上の障害を併せ有すること。  

名  称 ２様々な依存症における医療・福祉の回復プログラムの策定に関する

研究 

研 究 年 度 平成 22 年度～24年度 

研究代表者 宮岡 等(北里大学 1）医学部精神科学 2）東病院精神神経科) 

研 究 目 的 依存症の中で、これまで検討される機会が少ない１）重複障害 42を有

するアルコール・薬物依存、２）向精神薬乱用・依存、３）病的ギャ

ンブリング、４）インターネット嗜癖の実態を明らかにするととも

に、医療、福祉がどのように対応し治療システムを構築すべきかを明

らかにすること 

結  論 １）回復援助のみならず、自殺対策という視点においても重複障害へ

の対応を標準化する必要性が明らかとなった。さらに作成された対応

ガイドラインは冊子化され、これに寄与することが期待できる。 

２）向精神薬乱用・依存は精神科診療に続発して生じている可能性が

高いこと、薬剤師の対応力向上とともに、精神科医に努力の余地があ

ることが明らかとなった。 

３）病的ギャンブリングの病型に対応した援助のフローチャート、多

機関連携案等の資料は関係機関で活用される。 

４）今後のインターネット嗜癖に関する調査票等を検討する上で重要

な示唆が得られた。 

５）行政機関における薬物依存症への相談対応ガイドラインにより、

相談対応の地域差が減じられ質が高まることが期待される。 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://mhlw-
grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD00.do?resrchNum=201224064B 
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  【アルコール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名  称 １アルコール依存症に対する総合的な医療の提供に関する研究 

研 究 年 度 平成 26 年度～28年度 

研究代表者 宮岡 等(北里大学 １）医学部精神科学 ２）東病院) 

研 究 目 的 アルコール依存症（以後、ア症と略）の予防、治療、社会復帰を支援

するために必要な実態を把握し、支援のためのモデル構築、ガイドラ

イン、マニュアル作成などをその目的とする。また、合わせて、家族

に対する支援事業や、ア症の啓発を推進するための研究や事業も実施

する。 

結  論 28年度末に策定予定 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://mhlw-
grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD00.do?resrchNum=201419046A 

名  称 ２アルコール依存症の社会復帰施設の実態把握と支援モデル構築に関

する研究 

研 究 年 度 平成 16年度～18年度 

研究代表者 樋口 進(独立行政法人国立病院機構久里浜アルコール症センター) 

研 究 目 的 アルコール依存症（以下ア症）者の社会復帰に関する基礎資料の提供

を主たる目的としている。研究結果を基に、最終的にア症者を対象と

する社会復帰施設の在り方に関する提言を行う。 

結  論 当初予定していた調査等は全て実施した。調査から社会復帰施設の現

状や社会復帰に関連したア症の特性等を明らかにした。また、社会復

帰施設の必要数および現時点での不足数を明らかにした。数以外の

「施設の在り方」についてはデータの解析を更に進めて、今後明らか

にしていく予定である。 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://mhlw-
grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD00.do?resrchNum=200626009B 
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【薬物】 

 

 

名  称 １危険ドラッグを含む薬物乱用・依存状況の実態把握と薬物依存症者

の社会復帰に向けた支援に関する研究 

研 究 年 度 平成 27 年度～28年度 

研究代表者 嶋根 卓也(国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 

精神保健研究所 薬物依存研究部) 

研 究 目 的 薬物使用に関する全国住民調査、飲酒・喫煙・薬物乱用についての全

国中学生意識調査、全国の児童自立支援施設における薬物乱用・依存

の意識・実態に関する研究、全国の精神科医療施設における薬物関連

精神疾患の実態調査によって、国内の薬物乱用・依存状況の実態把握

を行う。 

また、海外での「危険ドラック」を含む薬物乱用・依存の実態につい

て調査し、その結果をわが国の薬物乱用・依存対策評価のための資料

に供する。 

さらに、民間回復支援施設における課題を解明するとともに、精神保

健福祉センターで導入されている家族向けの心理教育プログラム（ワ

ークブック形式）の効果測定を行うことで、精神保健福祉センター

や、民間回復支援施設における再乱用防止体制を明らかにする。 

結  論 28年度末に策定予定 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://mhlw-
grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD00.do?resrchNum=201523004A 

名  称 ２「脱法ドラッグ」を含む薬物乱用・依存状況の実態把握と薬物依存症

者の「回復」とその家族に対する支援に関する研究 

研 究 年 度 平成 25年度～26年度 

研究代表者 和田 清(国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所薬物依

存研究部) 

研 究 目 的 薬物乱用・依存等の実態把握に関する調査研究を質の異なる複数対象

群に対して、多方面からの実態調査を実施し、総合的な現状把握を試

みる。 

結  論 未公表（25 年度研究のみ公表） 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://mhlw-
grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD00.do?resrchNum=201328063A 
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【ギャンブル】 

 
出典：首相官邸ホームページ 

    

 

出典：厚生労働科学研究成果データベース 
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